
�愛媛県告示第９２３号
次の保安林を解除予定保安林にする旨の通知を受けたから、森林

法（昭和２６年法律第２４９号）第３０条の規定により告示する。

平成２２年８月１７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 解除予定保安林の所在場所

西予市野村町旭３１４の２

２ 保安林として指定された目的

水源のかん養

３ 解除の理由

水道事業用地とするため

�������
�愛媛県告示第９２４号
河川区域の廃止により廃川敷地等が生じたので、河川法施行令

（昭和４０年政令第１４号）第４９条の規定により、次のとおり公示する。

その関係図面は、愛媛県庁及び愛媛県中予地方局建設部に備え置

いて縦覧に供する。

平成２２年８月１７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 河川の名称

二級河川宮前川水系宮前川

２ 廃川敷地等が生じた年月日

平成２２年８月１７日

３ 廃川敷地等の位置

左岸 松山市南江戸五丁目７７４番４地先から

松山市南江戸五丁目７７３番６地先まで

右岸 松山市南江戸五丁目７４４番５地先の公有地地先から

松山市南江戸五丁目７６７番１地先の公有地地先まで

左岸 松山市南江戸五丁目７７２番１地先から

松山市南江戸四丁目１１１９番地先まで

右岸 松山市南江戸五丁目１４７９番２地先から

松山市南江戸四丁目１２５５番１地先まで

４ 廃川敷地等の種類及び数量

土地（河川管理施設を含む。） ３，６４１．６５平方メートル

�������
�愛媛県告示第９２５号
公有水面埋立法（大正１０年法律第５７号）第２条第１項の規定によ

り、次のように埋立てを免許した。

平成２２年８月１７日

東予港港湾管理者 愛媛県

代表者 愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 埋立ての免許を受けた者の氏名又は名称及び住所並びに法人に

あっては、その代表者の氏名及び住所

西条市

西条市明屋敷１６４番地

代表者 西条市長 伊藤 宏太郎

西条市大町２４４番地の４

２ 埋立区域及び埋立てに関する工事の施行区域

� 埋立区域

ア 位置

西条市ひうち字東ひうち１５番１から同市ひうち字東ひうち

１９番１を経て同市ひうち字東ひうち２８番に至る間の地先公有

水面

イ 区域

次の１点と２点を直線で結んだ線、３点と４点を直線で結

んだ線及び１点と４点、２点と３点を結ぶ平成２０年の秋分の

満潮位（Ｄ．Ｌ．＋３．２１メートル）の陸と公有水面との接す

る線により囲まれた区域

基点（西条市ひうち字東ひうち１８番地の国土地理院「東ひ

うち」四等三角点）は、北緯３３度５６分５２秒４１９８、東経１３３度

１２分５３秒１３５２の地点

１点は、基点から真北２６５度１１分５０秒８３４．５１メートルの地

点

２点は、１点から真北８０度３３分４８秒６．６１メートルの地点

３点は、基点から真北１６６度３２分４１秒４８９．４０メートルの地

点

４点は、３点から真北１５６度１３分２３秒４．１１メートルの地点

ウ 面積

８，９９７．５２平方メートル

� 埋立てに関する工事の施行区域

ア 位置

西条市ひうち字東ひうち２９番から同市ひうち字東ひうち１９

番１を経て同市ひうち字東ひうち１５番１に至る間並びに同市

ひうち字東ひうち１６番１から同市ひうち字東ひうち１７番１を
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経て同市ひうち字東ひうち１８番１に至る間の地先公有水面及

び陸域

イ 区域

次のＡ点から�点を順次直線で結んだ線及びＶ点とＡ点を
直線で結んだ線により囲まれた区域

基点（西条市ひうち字東ひうち１８番地の国土地理院「東ひ

うち」四等三角点）は、北緯３３度５６分５２秒４１９８、東経１３３度

１２分５３秒１３５２の地点

Ａ点は、基点から真北２６７度３６分２７秒８７９．６０メートルの地

点

Ｂ点は、Ａ点から真北８０度３３分４８秒８６．６３メートルの地点

Ｃ点は、Ｂ点から真北１６９度１６分２６秒８０．００メートルの地点

Ｄ点は、Ｃ点から真北２６０度３３分４７秒２０．００メートルの地点

Ｅ点は、Ｄ点から真北１６９度１６分２８秒６７２．８２メートルの地

点

Ｆ点は、Ｅ点から真北８１度１３分２１秒３４１．３０メートルの地点

Ｇ点は、Ｆ点から真北３７度３４分０６秒８７．０６メートルの地点

Ｈ点は、Ｇ点から真北６６度１７分５０秒４３５．７５メートルの地点

Ｉ点は、Ｈ点から真北１５６度１３分２９秒１３．３１メートルの地点

Ｊ点は、Ｉ点から真北２４６度２５分０３秒４３４．８５メートルの地

点

Ｋ点は、Ｊ点から真北２１６度３５分１１秒８６．９２メートルの地点

Ｌ点は、Ｋ点から真北２６１度１３分２１秒３４６．１８メートルの地

点

Ｍ点は、Ｌ点から真北１６９度１６分１６秒３８．６１メートルの地点

Ｎ点は、Ｍ点から真北２５９度１７分１７秒１５．５０メートルの地点

Ｏ点は、Ｎ点から真北１６９度１６分１２秒２６．６６メートルの地点

Ｐ点は、Ｏ点から真北２１２度０８分２３秒５８．４５メートルの地点

Ｑ点は、Ｐ点から真北３０１度１８分３４秒１３．１３メートルの地点

Ｒ点は、Ｑ点から真北３１度５４分０２秒５０．２２メートルの地点

Ｓ点は、Ｒ点から真北３４９度１５分５２秒２３．７７メートルの地点

Ｔ点は、Ｓ点から真北２５９度１７分１５秒１５．５０メートルの地点

Ｕ点は、Ｔ点から真北３４９度１６分０２秒７２５．６２メートルの地

点

Ｖ点は、Ｕ点から真北２６０度３３分４９秒２０．００メートルの地点

ウ 面積

５３，０８７．９９平方メートル

３ 埋立地の用途

輸送用機械器具製造業用地 約４，９１０平方メートル

道路用地 約４００平方メートル

水路用地 約３，６９０平方メートル

４ 埋立免許年月日

平成２２年８月１７日

�������
�愛媛県告示第９２６号
次のように瀬戸内海環境保全特別措置法（昭和４８年法律第１１０号。

以下「法」という。）第５条第１項の規定に基づく特定施設の設置

の許可の申請があった。

なお、法第５条第３項に規定する書面は、愛媛県西条保健所及び

西条市役所において告示の日から３週間公衆の縦覧に供する。

平成２２年８月１７日

愛媛県西条保健所長 新 山 徹 二

１ 申請者の名称、住所及びその代表者の氏名

四国コカ・コーラプロダクツ株式会社

西条市小松町妙口甲８０６番地１

代表取締役社長 塩出 喬之

２ 事業場の名称及び所在地

四国コカ・コーラプロダクツ株式会社小松第２工場

西条市小松町妙口甲８０６番地１

３ 特定施設に関する事項

� 容器洗浄殺菌装置

特 定 施 設 の 種 類
水質汚濁防止法施行令（昭和４６年政令第
１８８号。以下「政令」という。）別表第
１第１０号ロ 洗浄施設

特 定 施 設 の 能 力 １分当たり２２０本処理

工 事 の 着 手 予 定 年 月 日 許可後直ちに

工 事 の 完 成 予 定 年 月 日 着工後１１０日

使 用 開 始 の 予 定 年 月 日 完成の翌日

特定施設の使用時間間隔 連続

特定施設の１日当たりの使用
時間 ２４時間

特定施設の使用の季節的変動
の概要 なし

特定施設か

ら排出され

る汚水等の

汚染状態の

値

水素イオン

濃度（水素

指数）

通常 ３．０～８．０

最大 ３．０～８．０

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 １７０

最大 １７０

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ３

最大 ５

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ０

最大 ０

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ３．６

最大 ３．６

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 １７４

最大 １８０

備考 汚水等は、中和還元装置にて処理する。

� キャップ洗浄殺菌装置

特 定 施 設 の 種 類 政令別表第１第１０号ロ 洗浄施設

特 定 施 設 の 能 力 １分当たり６８０個処理

工 事 の 着 手 予 定 年 月 日 許可後直ちに

工 事 の 完 成 予 定 年 月 日 着工後１１０日

使 用 開 始 の 予 定 年 月 日 完成の翌日

愛 媛 県 報平成２２年８月１７日 第２１９３号
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特定施設の使用時間間隔 連続

特定施設の１日当たりの使用
時間 ２４時間

特定施設の使用の季節的変動
の概要 なし

特定施設か

ら排出され

る汚水等の

汚染状態の

値

水素イオン

濃度（水素

指数）

通常 ３．０～８．０

最大 ３．０～８．０

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 １７０

最大 １７０

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ３

最大 ５

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ０

最大 ０

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ３．６

最大 ３．６

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ６６

最大 ７０

備考 汚水等は、中和還元装置にて処理する。

� 茶調合設備

特 定 施 設 の 種 類 政令別表第１第１０号ニ ろ過施設

特 定 施 設 の 能 力 １分当たり２２０本処理

工 事 の 着 手 予 定 年 月 日 許可後直ちに

工 事 の 完 成 予 定 年 月 日 着工後９０日

使 用 開 始 の 予 定 年 月 日 完成の翌日

特定施設の使用時間間隔 連続

特定施設の１日当たりの使用
時間 ２４時間

特定施設の使用の季節的変動
の概要 なし

特定施設か

ら排出され

る汚水等の

汚染状態の

値

水素イオン

濃度（水素

指数）

通常 ６．０～１２．０

最大 ６．０～１２．０

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ６００

最大 ８００

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １００

最大 ２００

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ２０

最大 ３０

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ２

最大 ５

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 １６

最大 ２０

備考 汚水等は、排水処理施設にて処理する。

４ 汚水等の処理施設に関する事項

� 中和還元装置

工 事 の 着 手 予 定 年 月 日 許可後直ちに

工 事 の 完 成 予 定 年 月 日 着工後３週間

使 用 開 始 の 予 定 年 月 日 完成の２週間後

処 理 施 設 の 種 類 化学処理

処 理 施 設 の 型 式 中和処理

処 理 施 設 の 構 造 ステンレス製

処 理 施 設 の 主 要 寸 法 縦１０．０メートル 横６．０メートル
高さ３．５メートル

処 理 施 設 の 能 力 １日当たり５００立方メートル処理

汚 水 等 の 処 理 の 方 式 中和処理

処理施設の使用時間間隔 連続

処理施設の１日当たりの使用
時間 ２４時間

処理施設の使用の季節的変動
の概要 なし

処理施設に

よる処理前

及び処理後

の汚水等の

汚染状態の

値

項 目 処 理 前 処 理 後

水素イオン
濃度（水素
指数）

通常 ３．０～８．０

最大 ３．０～８．０

通常 ６．０～８．０

最大 ６．０～８．０

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 １７０

最大 １７０

通常 １７０

最大 １７０

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ３

最大 ５

通常 ３

最大 ５

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ０

最大 ０

通常 ０

最大 ０

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ３．６

最大 ３．６

通常 ３．６

最大 ３．６

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ２４０

最大 ２５０

通常 ２４０

最大 ２５０

備考 汚水等は、排水処理施設にて処理する。

愛 媛 県 報平成２２年８月１７日 第２１９３号
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�愛媛県告示第９２７号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、中予地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２２年８月１７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第９２８号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、中予地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２２年８月１７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

� 排水処理施設

設 置 年 月 日 平成４年９月１日

処 理 施 設 の 種 類 生物処理及び物理処理

処 理 施 設 の 型 式 活性汚泥、接触酸化及び凝集沈殿

処 理 施 設 の 構 造 鉄筋コンクリート製

処 理 施 設 の 主 要 寸 法 縦３６．０メートル 横４３．５メートル
高さ４．５メートル

処 理 施 設 の 能 力 １日当たり１，８００立方メートル処理

汚 水 等 の 処 理 の 方 式 活性汚泥、接触酸化及び凝集沈殿

処理施設の使用時間間隔 連続

処理施設の１日当たりの使用
時間 ２４時間

処理施設の使用の季節的変動
の概要 なし

処理施設に

よる処理前

及び処理後

の汚水等の

汚染状態の

値

項 目 処 理 前 処 理 後

水素イオン
濃度（水素
指数）

通常 ６．０～１２．０

最大 ６．０～１２．０

通常 ６．０～８．０

最大 ６．０～８．０

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ４００

最大 ５００

通常 １０

最大 １５

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ５０

最大 １００

通常 ２０

最大 ３０

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ２０

最大 ３０

通常 １．５

最大 ２．０

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ２

最大 ５

通常 ０．５

最大 １．０

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 １，７００

最大 １，８００

通常 １，７００

最大 １，８００

５ 事業場から排出される汚水等の汚染状態の通常の値及び最大の

値並びに汚水等の１日当たりの量

汚水等の汚

染状態の値

水素イオン

濃度（水素

指数）

通常 ６．０～８．０

最大 ６．０～８．０

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ７．２

最大 １５

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １２

最大 ３０

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １．５

最大 ２．０

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ０．５

最大 １．０

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ３，９００

最大 ４，１６３

備考 この他に、雨水排水口が１箇所ある。

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

一 般 国 道 ３１７号
松山市高野町甲３６番６から

同市高野町甲２番１８まで
平成２２年８月１７日

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 久万中山線
伊予市中山町出渕４番耕地４９７番７から

同町出渕４番耕地４２７番６まで
平成２２年８月１７日
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�愛媛県告示第９２９号
宇和島市から協議のあった市営土地改良事業（県単独補助土地改

良事業（かんがい排水）・颪部地区）の施行は、適当と認められる

ので、土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第９６条の２第５項にお

いて準用する同法第８条第６項の規定により、次のとおり関係書類

を縦覧に供する。

平成２２年８月１７日

愛媛県南予地方局長 高 魚 貞 利

１ 縦覧に供すべき書類の名称

� 市営土地改良事業（県単独補助土地改良事業（かんがい排水）・

颪部地区）計画書の写し

� 宇和島市営土地改良事業の経費の賦課徴収条例の写し

２ 縦覧期間

平成２２年８月１８日から９月１４日まで

３ 縦覧場所

宇和島市役所津島支所

�������
�愛媛県告示第９３０号
宇和島市から協議のあった市営土地改良事業（県単独補助土地改

良事業（農道）・白浜地区）の施行は、適当と認められるので、土

地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第９６条の２第５項において準用

する同法第８条第６項の規定により、次のとおり関係書類を縦覧に

供する。

平成２２年８月１７日

愛媛県南予地方局長 高 魚 貞 利

１ 縦覧に供すべき書類の名称

� 市営土地改良事業（県単独補助土地改良事業（農道）・白浜

地区）計画書の写し

� 宇和島市営土地改良事業の経費の賦課徴収条例の写し

２ 縦覧期間

平成２２年８月１８日から９月１４日まで

３ 縦覧場所

宇和島市役所本所

�������
�愛媛県告示第９３１号
宇和島市から協議のあった市営土地改良事業（県単独補助土地改

良事業（かんがい排水）・白浦地区）の施行は、適当と認められる

ので、土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第９６条の２第５項にお

いて準用する同法第８条第６項の規定により、次のとおり関係書類

を縦覧に供する。

平成２２年８月１７日

愛媛県南予地方局長 高 魚 貞 利

１ 縦覧に供すべき書類の名称

� 市営土地改良事業（県単独補助土地改良事業（かんがい排水）・

白浦地区）計画書の写し

� 宇和島市営土地改良事業の経費の賦課徴収条例の写し

２ 縦覧期間

平成２２年８月１８日から９月１４日まで

３ 縦覧場所

宇和島市役所吉田支所

�愛媛県告示第９３２号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、南予地方局八幡浜土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２２年８月１７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第９３３号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、南予地方局大洲土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２２年８月１７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 舌間八幡浜線
八幡浜市栗野浦５２８番３から

同市栗野浦５０２番６まで
平成２２年８月１７日

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 大洲長浜線
大洲市長浜町上老松甲６８２番５地先から

同町上老松甲７０５番１まで

旧 ８．１～３６．３ ０．２６０

新 ８．１～１０．２ ０．２７０
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�愛媛県告示第９３４号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、南予地方局大洲土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２２年８月１７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�公表第２４号
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１９９条第１２項の規定により、

措置を講じた旨の通知があったので、次のとおり公表する。

平成２２年８月１７日

愛媛県監査委員 和 氣 政 次

同 本 宮 勇

同 赤 松 泰 伸

同 岸 新

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 大洲長浜線
大洲市長浜町上老松甲６８２番５地先から

同町上老松甲７０５番１まで
平成２２年８月１９日

監 査 公 表

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

保 健 福 祉 課 平成２１年９月７日

（監査の結果）

１ 生活安定資金貸付金償還金について、収入未済額の縮減に引き続き

努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２０年度 ０ ５１，９０７，３３０ ５１，９０７，３３０

１９年度 ０ ５３，７９５，８５５ ５３，７９５，８５５

差引増減 ０ △１，８８８，５２５ △１，８８８，５２５

２ 低所得世帯子弟就学奨励補助金の返納金について、適切な債権管理

が望まれる。

調定年度 債務者 収入未済額（円） 備考

１１年度 １者 １００，０００

１２年度 １者 ３６，０００ 実債務者数１者

計 ２者 １３６，０００

３ 災害救助基金の積立額が災害救助法に定める最少額に達していなかっ

た。

（措置の内容）

１ 未収入金の収入確保については、市町に対し、市町担当者が借受人

や連帯保証人を訪問し、生活状態等の確認や償還督励を行い、その結

果を県に報告するよう、また、行方不明者についても追跡調査を行う

よう要請している。

その結果、平成２０年度末の未収入金５１，９０７，３３０円のうち、平成２１年

度は９２０，５２０円を回収したほか、２７５，１４０円を不納欠損処分した。平成

２１年度末の未収入金は５０，７１１，６７０円となっている。

今後とも借受人の生活状況に応じた適切な償還指導により、債権の

整理に努めたい。

２ 低所得世帯子弟就学奨励補助金返納金は、受給者が給付規則に反し

て他の修学資金を受給していたため、支給決定時に遡って取り消した

ことにより発生したものであり、平成２０年度末までに、１５２，０００円を

返納し、未収入金は１３６，０００円となっている。平成２１年度も引き続き

地方局を通じ、返納の指導を行った結果、４，０００円の納付があったも

のの、低所得者であることから返納は滞っており、平成２１年度末現在

の未収入金は１３２，０００円となっている。

今後も完納に向けて継続的に指導を行っていくこととしている。

３ 平成２１年度における災害救助法に定める積立必要額６３０，５６５，２５２円

に対して、平成２１年度末の積立額は、５６６，００３，０１４円となっており、

依然として、法定積立額に達していない状況が続いている。

このことから、平成２２年度における法定積立額６７２，０１５，０５６円に対

して、不足が見込まれる相当額を一般会計からの繰出しにより対応す

ることとしており、平成２２年度当初予算において、一般会計からの繰

出し１０２，９００，０００円を予算計上しているところである。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

子 育 て 支 援 課 平成２１年８月２０日

（監査の結果）

１ 児童扶養手当返還金について、納期限内の収入確保と収入未済額の

縮減に、引き続き努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２０年度 ２５０，３２０ ２４，１２７，４４０ ２４，３７７，７６０

１９年度 ８３，４４０ ２５，６５０，２２０ ２５，７３３，６６０

差引増減 １６６，８８０ △１，５２２，７８０ △１，３５５，９００

２ 母子寡婦福祉資金特別会計における母子寡婦福祉資金貸付金償還金

について、納期限内の収入確保に努めるとともに、収入未済額の縮

減に、より一層努められたい。

（母子福祉資金貸付金償還金）

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２０年度 ２１，６４６，５６５ １４１，７９０，５００ １６３，４３７，０６５

１９年度 ２０，７４９，３８５ １２６，３１４，１４０ １４７，０６３，５２５

差引増減 ８９７，１８０ １５，４７６，３６０ １６，３７３，５４０
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（寡婦福祉資金貸付金償還金）

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２０年度 １，５５９，４２１ １６，９０３，７６９ １８，４６３，１９０

１９年度 １，７５３，０２５ １５，８３８，０７４ １７，５９１，０９９

差引増減 △１９３，６０４ １，０６５，６９５ ８７２，０９１

（措置の内容）

１ 児童扶養手当返還金については、督促状及び催告書の送付など納入

指導に努めた結果、２０年度収入未済額２４，３７７，７６０円のうち２６４，５２０円

を回収した。また、消滅時効の完成により１７，８９２，８４０円を不納欠損処

理した結果、平成２１年度末現在の収入未済額は６，２２０，４００円となって

おり、引き続き市町を通じた納入指導や電話による督促などに努める

こととしている。

また、２１年度において返還金１，５０１，９２０円及び過誤払金９３，４４０円が

新たに発生し、債務者に対して債務の通知を行うなど納入指導に努め

た結果、返還金７５０，９６０円及び過誤払金９３，４４０円は回収したが、返還

金７５０，９６０円については、平成２２年５月末時点で未納となっている。

このため、引き続き市町を通じた納入指導や電話による督促などに努

めたい。

なお、返還金及び過誤払金については、主に受給者の受給資格に関

する届出遅延により発生していることから、市町に対して受給者に対

する現況届や資格喪失届の提出指導、関係部門との連携及び関係公簿

等の確認について周知徹底を図り、発生の未然防止に努めたい。

２ 母子寡婦福祉資金特別会計における貸付金償還金については、資金

の貸付申請時において母子自立支援員による制度の十分な説明と適正

な償還計画の指導を行うとともに、償還開始直前には必要に応じて借

受者に償還が始まる旨を連絡するなど、適期収入に努めた。

滞納となったものについては、督促状の送付、滞納状況に関する通

知及び本人又は保証人への電話、訪問を行うなど償還指導に努めた。

また、２１年度には、資金の貸付の段階から本人への相談・指導にあ

たっている母子自立支援員に対し、償還指導への一層の協力を文書に

より依頼したところである。

その結果、前年度からの滞納繰越分１８１，９００，２５５円のうち、３，７３１，７４６

円が２１年度内に納入されたが、２１年度償還分２３，２０６，３３４円が未収となっ

たことから、２１年度末の収入未済額は２０１，３７４，８４３円となっており、

引き続き収入確保と滞納繰越額の縮減に努めたい。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

障 害 福 祉 課 平成２１年８月２０日

（監査の結果）

心身障害者扶養共済年金過払金について、適切な債権管理が望まれ

る。

調定年度 債務者 収入未済額（円） 備考

１９年度 １者 ２８０，０００

２０年度 １者 ８０，０００ 実債務者数１者

計 ２者 ３６０，０００

（措置の内容）

当該年金過払金については、愛媛県公有財産及び債権に関する事務取

扱規則に基づき分割納付を行っているところであり、未収分は、督促状

を送付している。今後も債務者の状況を把握の上、納付を促し、早期収

入に努めてまいりたい。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

産 業 政 策 課 平成２１年９月１１日

（監査の結果）

企業立地促進事業費補助金返還金について、適切な債権管理が望ま

れる。

調定年度 債務者 収入未済額（円） 備考

１９年度 １者 ３４，７９６，０００

（措置の内容）

債務者のＡ社は、豚肉の差額関税脱税事件を起こし、国税当局の差押

えを受け、休眠状態となったため未収となっているものであるが、平成

２１年度中には返納ができなかった。

今後も元社長宅への訪問や弁護士との協議を続けるなど、鋭意、返還

金の回収に努めてまいりたい。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

建 築 住 宅 課 平成２１年８月２０日

（監査の結果）

住宅貸付損害金について、納期限内の収入確保に努めるとともに、

収入未済額の縮減に、より一層努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２０年度 １，８７９，５７６ ２７，６１６，２２９ ２９，４９５，８０５

１９年度 ２，９９４，４６７ ２４，７０１，７６２ ２７，６９６，２２９

差引増減 △１，１１４，８９１ ２，９１４，４６７ １，７９９，５７６

（措置の内容）

平成２０年度末時点における住宅貸付損害金（７６名２９，４９５，８０５円）につ

いては、催告通知等回収に努めた結果、１０８，１０３円の納入があり、１名

６５３，４１９円については時効援用の申立てがあり不納欠損処分を行った。

（７５名２８，７３４，２８３円）

しかし、新たに住宅貸付損害金７名７９３，００９円が発生、催告通知等回

収に努めた結果、２名１６３，７８７円の納入があったが、５名６２９，２２２円が収

入未済となり、２１年度末現在で住宅貸付損害金は、８１名２９，３６３，５０５円と

なった。引き続き地方局と連携しながら収入確保に努めるとともに、よ

り一層の収入未済額の縮減に努めてまいりたい。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

警 察 本 部 平成２１年１０月１５日

（監査の結果）

１ 放置違反金について、納期限内の収入確保に努めるとともに、徴収

方法を検討するなど、収入未済額の縮減に、より一層努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２０年度 ９，９９３，０００ １５，５４７，７６３ ２５，５４０，７６３

１９年度 １２，４６８，０００ ７，６５０，０００ ２０，１１８，０００

差引増減 △２，４７５，０００ ７，８９７，７６３ ５，４２２，７６３
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�公表第２５号
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１９９条第１２項の規定により、

措置を講じた旨の通知があったので、次のとおり公表する。

平成２２年８月１７日

愛媛県監査委員 和 氣 政 次

同 本 宮 勇

同 赤 松 泰 伸

同 岸 新

２ 損害弁償金について、適切な債権管理が望まれる。

調定年度 債務者 収入未済額（円） 備考

１７年度 １者 ４２９，０００

１９年度 １者 ９２４，０００

計 ２者 １，３５３，０００

３ 延滞金（放置違反金に伴うもの。）について、収入未済額の縮減に、

より一層努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２０年度 ３０６，３００ １１９，８００ ４２６，１００

１９年度 １２５，７００ ２，０００ １２７，７００

差引増減 １８０，６００ １１７，８００ ２９８，４００

（措置の内容）

１ 放置違反金については、滞納者との面接や電話による催促、督促状

の送付、銀行預金の差押えによる滞納処分等を積極的に実施した。そ

の結果、平成２０年度未収入金２５，５４０，７６３円（１，６６４件）が平成２１年度

末現在で１７，６２１，７６３円（１，１４５件）となり７，９１９，０００円（５１９件）減少

した。今後とも放置違反金の納期限内の収入確保に努めるとともに、

未納者へは違反車両の道路運送車両法に定める継続検査の拒否制度と

合わせ、住居変更の調査や携帯電話番号照会等の追跡調査に基づき、

滞納処分や任意納付のための督促等を積極的に実施し、収入未済額の

縮減に努める。

特に、長期滞納者については、原則滞納者と面接し、催促活動を実

施するとともに徴収体制を強化するため専門職員の雇用の確保を要望

していくこととしたい。

２ 損害弁償金の未収金のうち、平成１７年度分については、債務者が納

期を過ぎても当該債務を履行しないため、督促状を手交し、期限を指

定して催告していたが、納入がないまま所在不明となっていた。平成

２２年４月に所在を確認したため、納入通知書を再発行して納入を求め

たが、債務者に収入がないため早期の納入は困難な状況である。今後、

引き続き債務者の所在を確認しながら、早期の納入を促すこととした

い。平成１９年度分は、債務者に支払能力がないことを確認しているこ

とから早期の納入は困難であるが、今後、債務者の支払能力を定期的

に確認するなどして納入を図ることとしたい。

３ 放置違反金に係る延滞金については、滞納者との面接や電話による

催促、督促状の送付、銀行預金の差押えによる滞納処分等を積極的に

実施した。その結果、平成２０年度未収金４２６，１００円（１９３件）が平成２１

年度末現在で４０８，６００円（１８７件）となった。今後とも放置違反金に係

る延滞金の納期限内の収入確保に努めるとともに、滞納者との面接を

行い、滞納処分や任意納付のための督促等を積極的に実施し、収入未

済額の縮減に努めたい。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

東 予 地 方 局

総 務 企 画 部 平成２１年７月２３日、
平成２１年７月２７日

（監査の結果）

県税について、納期限内の収入確保と収入未済額の縮減に一層努め

られたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２０年度 ４９６，８８４，９２１ ７２７，７６０，７６０ １，２２４，６４５，６８１

１９年度 ４８２，８０３，３８１ ６４８，５４７，７８４ １，１３１，３５１，１６５

差引増減 １４，０８１，５４０ ７９，２１２，９７６ ９３，２９４，５１６

（措置の内容）

滞納となったものについては、愛媛県徴収確保対策本部において滞納

整理方針及び数値目標を策定して計画的な滞納整理に努めるとともに、

滞納整理強化月間の設定、差押の早期着手と換価処分の促進などを実施

し、滞納整理に努力した結果、平成２１年度に繰越した未収入金１，２２４，６４５，６８１

円が平成２２年３月３１日現在で８２０，４６６，２００円に減少した。

平成２１年度現年課税分については、「自動車税納期内納付キャンペー

ン」（街頭啓発活動等）や、口座振替の推進、納税貯蓄組合の育成指導、

広報等による啓発などにより納期内自主納税の促進に努めた結果、出納

閉鎖時点の未収入金は４７２，０６７，３５９円となっており、２０年度現年課税分

に比べて２４，８１７，５６２円減少した。

今後とも、納税秩序を確立し、税収の確保を図るため、県税の納期限

内の納入と滞納繰越分の整理に努めたい。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

東 予 地 方 局

健 康 福 祉 環 境 部
平成２１年７月２３日、
平成２１年７月２４日、
平成２１年７月２７日

（監査の結果）

１ 生活保護費戻入金について、納期限内の収入確保に努められたい。

調定年度 債務者 収入未済額（円） 備考

２０年度 ３者 １０４，０００

２ 母子寡婦福祉資金特別会計における母子寡婦福祉資金貸付金償還金

について、納期限内の収入確保に努めるとともに、収入未済額の縮

減に、より一層努められたい。

（母子福祉資金貸付金償還金）

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２０年度 ３，３９５，８４４ ５，１１６，３５２ ８，５１２，１９６

１９年度 ２，３４４，３４７ ３，３３１，２８２ ５，６７５，６２９

差引増減 １，０５１，４９７ １，７８５，０７０ ２，８３６，５６７

（寡婦福祉資金貸付金償還金）

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２０年度 １５０，３２８ ３６３，０４８ ５１３，３７６

１９年度 １５０，３２８ ２１２，７２０ ３６３，０４８
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差引増減 ０ １５０，３２８ １５０，３２８

（措置の内容）

１ 生活保護費戻入金については、生活保護費返還金納付計画に基づく

適期収入が図られるよう電話督促や臨戸訪問による納入指導に努めた

結果、５，０００円の納入があった。

滞納者は生活保護受給中の者や低額の年金受給者であるため、計画

どおりの返還が困難となっているが、今後も粘り強く返還指導を行い、

収入未済額の縮減に努めてまいりたい。

２ 母子寡婦福祉資金特別会計における貸付金償還金については、資金

の貸付申請時において母子自立支援員による制度の十分な説明と適正

な償還計画の指導を行うとともに、償還開始直前には借受者に償還が

始まる旨を連絡するなど、適期収入に努めた。

滞納となったものについては、督促状の送付、滞納状況に関する通

知及び本人又は保証人への電話、訪問を行うなど償還指導に努めた。

その結果、前年度からの滞納繰越分９，０２５，５７２円のうち、６６３，８９４円

が２１年度内に納入されたが、２１年度償還分５，３７８，４４４円が未収となっ

たことから、２１年度末の収入未済額は１３，７４０，１２２円となっており、引

き続き納期限内の収入確保と滞納繰越額の縮減に努めてまいりたい。

同社は、経営不振により経営破たんし、平成１９年１２月末頃から商業

登記を残したまま行方不明となっている。このため、商業登記簿調査、

住民票調査、臨戸、建設業界知人からの聞き取り調査等を行い、行方

を捜索しているところである。

今後とも情報収集を行い、関係機関と連絡を取りながら、適切な債

権管理に努めることといたしたい。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

東 予 地 方 局

建 設 部 平成２１年７月２４日

（監査の結果）

１ 住宅貸付料について、納期限内の収入確保に努めるとともに、収入

未済額の縮減に、より一層努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２０年度 ３，５８０，７００ ２，６７５，８００ ６，２５６，５００

１９年度 ３，２３６，２００ ７４７，６００ ３，９８３，８００

差引増減 ３４４，５００ １，９２８，２００ ２，２７２，７００

２ 契約解除に伴う前払金余剰額に対する利息（工事請負契約に伴うも

の。）について、適切な債権管理が望まれる。

調定年度 債務者 収入未済額（円） 備考

１９年度 １者 １１５，６８８

（措置の内容）

１ 県営住宅貸付料については、平成２０年度末時点で６，２５６，５００円（３５

名）の収入未済額があった。滞納者及び保証人に対し、督促状の送付、

呼出し、訪問等を行い納付指導に努めた結果、１，６０２，０００円（２７名）

の納付があったが、２１年度新たに２，１６７，４８２円が未収となったことか

ら、平成２１年度末現在の収入未済額は６，８２１，９８２円となった。

なお、悪質な長期滞納者に対しては、明渡し請求の訴訟も提起して

いる。

今後とも住宅貸付料の納期限内の収入確保に努めるとともに、滞納

繰越額の回収に努めたい。

２ 平成１９年度に発注した急砂第２－１号の３急傾斜地崩壊対策工事に

ついては、元請業者であるＡ社が事実上倒産したことから、平成１９年

１２月３日付けで契約を解除し、前金払還付金として４，２１０，０００円が保

証事業会社から入金された。この額に対する利息１１５，６８８円を元請業

者であるＡ社に請求するも、いまだ未納となっている。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

東 予 地 方 局

今 治 土 木 事 務 所 平成２１年７月２７日

（監査の結果）

１ 住宅貸付料について、納期限内の収入確保に努めるとともに、収入

未済額の縮減に、より一層努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２０年度 ２，２７０，７００ ３，３９４，０００ ５，６６４，７００

１９年度 ２，１０６，１００ ２，３１３，０００ ４，４１９，１００

差引増減 １６４，６００ １，０８１，０００ １，２４５，６００

２ 違約金（工事請負契約及び設計委託業務に伴うもの。）について、

適切な債権管理が望まれる。

調定年度 債務者 収入未済額（円） 備考

１３年度 １者 ９４，５００

１４年度 １者 １５，２２５

計 ２者 １０９，７２５

３ 契約解除に伴う前払金余剰額に対する利息（工事請負契約に伴うも

の。）について、適切な債権管理が望まれる。

調定年度 債務者 収入未済額（円） 備考

１４年度 １者 ３７，９２５

（措置の内容）

１ 平成２０年度末時点で５，６６４，７００円（４７名）の収入未済額があり、納

入促進対策として、滞納者に対し、毎月、給与支給日等に戸別訪問等

による納入督促を行い、滞納繰越金の約３４．３％、１，９４１，６００円（３０名）

の納入があったが、平成２１年度現年度分の収入未済額が９８６，５００円と

なったことから、平成２１年度末現在の収入未済額は４，７０９，６００円となっ

た。

今後とも引き続き納入督促を行い、滞納整理を図ってまいりたい。

なお、長期滞納者については、督促状の発送、訪問、電話、呼出し

等での催告、連帯保証人への協力依頼などにより強力に納入指導を実

施しているが、悪質な長期滞納者に対しては、住宅の明渡しを請求し、

訴訟を提起している。

２①工事請負契約の違約金については、平成１４年度にＢ社との間で工事

請負契約（１５２，２５０円）を締結していたが、経営不振のため倒産し、

契約解除による違約金（１５，２２５円）が収入未済となっている。当債権

については、倒産後、早急に違約金の収入を図るべく請求を行ったが、

代理人弁護士から任意整理に伴う債権届出書の提出依頼があったため、

債権届出書を提出し配当を待つこととしたが、同弁護士から「財産に

対し負債が多額であること、また、不動産は処分し価値ある財産もな

いことから、違約金への配当は困難である。」旨の話があった。
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その後、平成１９年２月に同弁護士に照会したところ、「Ｂ社の任意

整理は事実上終了しているが、法人登記の抹消は費用問題で行う予定

はない。」との回答であった。

今後とも必要に応じて情報収集を行い、適切な債権管理に努めるこ

ととしたい。

②設計委託業務の違約金については、平成１２年度にＣ社との間で設計

委託業務（９４５，０００円）を締結していたが、経営不振のため倒産し、

契約解除による違約金（９４，５００円）が収入未済となっている。同社に

ついては、平成１３年９月２８日に大阪地方裁判所から破産宣告の通知が

あり、同年１０月９日に破産債権届出書を提出し債権回収を図ったが、

平成１５年２月５日付けで同地方裁判所により破産手続を廃止する旨の

決定がなされ、破産管財人から配当は不可能であるとの通知があった。

その後、愛媛県大阪事務所職員が、１９年７月に同社所在地のテナント

ビルを訪問したが、同社は存在せず、警備員によると「５年ほど前に

自己破産した。」とのことであった。また、閉鎖登記簿に記載されて

いる支店を当地方局職員が訪問したが、同支店は不存在であった。今

後とも必要に応じて情報収集を行い、適切な債権管理に努めることと

したい。

３ 平成１４年度にＢ社との間で工事請負契約（８，９２５，０００円）を締結し

ていたが、経営不振のため倒産した。契約解除による既前払金（３，５７０，０００

円）については保証契約に基づき納入させたものの、県が請求した日

から保証事業会社が納入するまでの間に生じた利息に関しては保証で

対応できず、延滞利息（３７，９２５円）が収入未済となっている。

違約金の債権管理とともに、今後とも必要に応じて情報収集を行い、

適切な債権管理に努めることとしたい。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

中 予 地 方 局

総 務 企 画 部 平成２１年７月２８日

（監査の結果）

県税について、納期限内の収入確保と収入未済額の縮減に一層努め

られたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２０年度 ９１２，９７９，５１８ １，５４９，０５９，０５３ ２，４６２，０３８，５７１

１９年度 ７７３，９００，５２２ １，４６８，４０５，９５８ ２，２４２，３０６，４８０

差引増減 １３９，０７８，９９６ ８０，６５３，０９５ ２１９，７３２，０９１

（措置の内容）

県税の納期限内の収入確保については、自動車税納期内納付キャンペ

ーン等の各種広報を積極的に行うとともに、口座振替や自動車税のコン

ビニエンスストアでの収納など納税者の利便性の向上を図ることにより、

自主納税の促進に努めている。

収入未済額の縮減については、総務部長及び各地方局長を構成員とす

る「愛媛県徴収確保対策本部」が策定した滞納整理基本方針及び数値目

標に基づき、県をあげて滞納額の減少と徴収率の向上に努めている。

また、中予地方局においては、自動車税の徴収率向上を図るため、納

税室を納税グループと自動車税グループに改編し、差押えに重点を置い

た効率的な滞納整理を集中的に推し進めている。

今後も、納税秩序を確立し、税収の確保を図るため、県税の納期限内

の収入確保に留意するとともに収入未済額の一層の縮減に努めたい。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

中 予 地 方 局

健 康 福 祉 環 境 部 平成２１年７月２８日

（監査の結果）

１ 生活保護費戻入金について、納期限内の収入確保に努めるとともに、

収入未済額の縮減に、より一層努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２０年度 ７５８，４５６ ３５４，６８０ １，１１３，１３６

１９年度 ２６０，０００ ２２４，６８０ ４８４，６８０

差引増減 ４９８，４５６ １３０，０００ ６２８，４５６

２ 母子寡婦福祉資金特別会計における母子寡婦福祉資金貸付金償還金

について、納期限内の収入確保に努めるとともに、収入未済額の縮

減に、より一層努められたい。

（母子福祉資金貸付金償還金）

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２０年度 ７９６，０４６ ３，７５７，０８４ ４，５５３，１３０

１９年度 ６４０，７９７ ３，４９５，９０９ ４，１３６，７０６

差引増減 １５５，２４９ ２６１，１７５ ４１６，４２４

（寡婦福祉資金貸付金償還金）

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２０年度 ０ １，７２８，２６４ １，７２８，２６４

１９年度 １２８，４００ １，６５３，３６４ １，７８１，７６４

差引増減 △ １２８，４００ ７４，９００ △ ５３，５００

（措置の内容）

１ 過年度収入未済額については、改めて催告書を送付するとともに、

家庭訪問により滞納者と面接を行い、納入指導を行った。

その結果、前年度からの滞納繰越額１，１１３，１３６円のうち、１２０，０００円

の納入があったが、２１年度償還分３４６，９００円が未納となったことから、

２１年度末現在の収入未済額は１，３４０，０３６円となっている。

今後も、引き続き家庭訪問や文書通知等により納入指導を行い、収

入確保に努めたい。

２ 母子寡婦福祉資金特別会計における母子寡婦福祉資金貸付金償還金

については、資金の貸付申請時に借主（連帯借主）に対し、制度の十

分な説明と適正な償還計画の指導を行うとともに、貸付決定時に連帯

保証人に対しても、制度の説明と償還指導の依頼通知を行うほか、償

還開始直前には借主に償還が始まる旨を通知し、口座振替を勧めるな

ど納期限内の収入確保に努めた。

また、償還が滞った場合には、借主（連帯借主）に対し督促状の送

付、借主若しくは連帯保証人への電話や訪問による督促を行うととも

に、連帯保証人に対しては、借主に対する返済の働きがけの依頼や、

連帯保証人自身からの償還など、可能な範囲での支援を要請し、滞納

額の縮減に努めた。

その結果、前年度からの滞納繰越額６，２８１，３９４円に対し、４９６，６６３円

の償還（償還率７．９％）となっており、滞納者２３名中６名が完済、８

名から一部納入を得ることができた。
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しかしながら、経済状況の悪化による借主及び連帯借主の収入減や

就職難、借主の疾病等により、生活に困窮し償還できない者が多く、

平成２１年度収入未済額は６，９０２，８５２円（現年度分１，１１８，１２１円、滞納繰

越分５，７８４，７３１円）となった。

この貸付金償還金は、本特別会計における貸付金の財源であること

から、今後とも、借主の生活状況に応じた適切な償還指導により、納

期限内の収入確保に努めるとともに、滞納繰越額の縮減に努めたい。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

中 予 地 方 局

産 業 経 済 部 平成２１年７月２８日、
平成２１年７月２９日

（監査の結果）

１ 違約金（工事請負契約に伴うもの。）について、適切な債権管理が

望まれる。

調定年度 債務者 収入未済額（円） 備考

１３年度 １者 ３，９６５，０００

２ 契約解除に伴う前払金余剰額に対する利息（工事請負契約に伴うも

の。）について、適切な債権管理が望まれる。

調定年度 債務者 収入未済額（円） 備考

１６年度 １者 ９７，０１６

（措置の内容）

１ Ｄ社の違約金については、平成１５年２月７日、同社が破産宣告を受

けたため、平成１５年２月２５日に「債権届出書」を松山地方裁判所に提

出した。

その後、破産者の資産（油圧ショベル４台）を占有する別の債権者

と破産管財人との間で、資産の所有権をめぐり係争となり、二審で当

該債権者が破産管財人側に２５０万円を支払うことで、平成１９年３月に

和解した。

この結果、２５０万円の収納を受けて平成１９年９月２０日破産管財人か

ら配当措置が行われたが、破産管財人報酬、国税への配当等が優先さ

れ、違約金債権への配当は無かった。

平成１９年１０月１７日に破産手続の廃止が決定し、同年１０月２３日に法人

登記簿が閉鎖された。

今後も、適切な債権管理を行いたい。

２ Ｅ社の契約解除に伴う前払金余剰額に対する利息については、平成

１７年３月２３日に調定し、納入通知書を郵送したが、代表者が所在不明

のため返送された。以降も所在不明となっている。

しかし、商業登記簿、代表者住民票には、現在も変動はない。

会社及び代表者名義の土地や建物は、全て抵当権者に抵当権を行使

され、競売されたため残っていない。

会社が存続していることから、今後も、代表者の住所を定期的に調

査するなど、債権回収に努めていきたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２０年度 １９，５４７，７００ ４２，２９１，５８０ ６１，８３９，２８０

１９年度 １８，７７３，４００ ４０，３５７，０８０ ５９，１３０，４８０

差引増減 ７７４，３００ １，９３４，５００ ２，７０８，８００

２ 違約金（工事請負契約に伴うもの。）について、適切な債権管理が

望まれる。

調定年度 債務者 収入未済額（円） 備考

１３年度 １者 ９７０，１５０

１９年度 ２者 ９７，６００

計 ３者 １，０６７，７５０

３ 損害弁償金について、適切な債権管理が望まれる。

調定年度 債務者 収入未済額（円） 備考

１９年度 １者 ６３３，０００

４ 契約解除に伴う前払金余剰額に対する利息（工事請負契約に伴うも

の。）について、適切な債権管理が望まれる。

調定年度 債務者 収入未済額（円） 備考

１９年度 １者 １７，７８８

５ 職員（１名）の通勤手当について、人事委員会の運用通知に基づき

最短の経路でなく社会通念上合理的と認める経路について認定すると

きは、職員からの十分な検討材料の提供を受けて総合的に判断しなけ

ればならないとされているところ、十分な検討がないまま届出のあっ

た通勤経路を認定したことにより、計３８，４００円（平成２０年４月から２１

年３月までの１２か月分）が過支給となっていた。

６ 物品納入のため取引業者に保有させていた預け金（３，２７０，７７５円）

が認められた。

７ 平成１９年度に納入のあった物品（１３４，６８５円分）について、２０年度

予算で支出していた上、会計書類に記載した物品と異なる物品に差し

替えて納入させた不適正な経理処理（６７，６２０円分）が認められた。

８ 郵便切手について、金庫に保管されたまま認知されていなかったも

の（７１０，１１０円分）が認められた。

（措置の内容）

１ 県営住宅貸付料については、平成２０年度末時点で６１，８３９，２８０円の収

入未済額があった。滞納者及び保証人に対し、督促状の送付、呼出し、

訪問等を行い納付指導に努めた結果、１４，１６３，１５０円が納付されたが、

２１年度に新たに１５，０４５，９００円が未収となったことから、平成２１年度末

現在の収入未済額は、６２，７２２，０３０円となった。

今後とも住宅貸付料の納期限内の収入確保に努めるとともに、滞納

繰越分の回収に努めたい。

２ １３年度違約金の納入義務者であるＦ社は、１５年２月７日に松山地方

裁判所から破産宣告を受け、破産手続中であったが、１９年７月１１日、

破産管財人から同地方裁判所へ「任務終了の計算報告書」の提出があっ

た。債権回収できたものは、管財人報酬及び公租公課に充当され、一

般債権への配当はなかった。

なお、同社は、同年１０月１７日に破産廃止決定確定、同月２３日付けで

破産廃止決定確定の登記がなされ、即日、商業登記簿が閉鎖された。

１９年度違約金の納入義務者のうちＧ社は、２０年３月３日に破産手続

開始となったが、２１年２月４日、債権者集会において破産管財人から

「債権回収できたものは、管財人報酬及び抵当権者の債権等に充当し、

余剰なし」との説明があった。

なお、同社は、同年３月５日に破産手続廃止の決定確定、同月６日

付けで破産手続廃止の決定確定の登記がなされ、即日、商業登記簿が

閉鎖された。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

中 予 地 方 局

建 設 部 平成２１年７月２９日

（監査の結果）

１ 住宅貸付料について、納期限内の収入確保と収入未済額の縮減に一

層努められたい。
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もう一方の納入義務者であるＨ社は、１９年５月１７日に破産手続開始

となり、２１年７月２４日、最後配当６，８０４円があった後、同年９月３日、

債権者集会において破産管財人から任務終了と収支計算の報告があっ

た。

なお、同社は、同日に破産手続終結、同月４日付けで破産手続終結

の登記がなされ、即日、商業登記簿が閉鎖された。

今後も、適切な債権管理を行いたい。

３ 本人との話合いの結果、月１万円の納付約束を取付け、平成２１年６

月から継続して納付されている。なお、納付額は延滞金に充当してい

る。

平成２２年５月１０日現在延滞金額 １５１，９４１円

平成２１年６月～平成２２年５月の納付済額 １２０，０００円

４ １９年度延滞利息の納入義務者であるＩ社は、２０年３月３日に破産手

続開始となったが、２１年２月４日、債権者集会において破産管財人か

ら「債権回収できたものは、管財人報酬及び抵当権者の債権等に充当

し、余剰なし」との説明があった。

なお、同社は、同年３月５日に破産手続廃止の決定確定、同月６日

付けで破産手続廃止の決定確定の登記がなされ、即日、商業登記簿が

閉鎖された。

今後も、適切な債権管理を行いたい。

５ 平成２１年７月１日に実測したところ、次の①、②の通りであったが、

職員は、従来どおりの経路で通勤したい旨を申し立てた。

①既認定経路：庁舎→勝山通り南下→国道１１号→自宅……１１．０㎞

②今回確認経路：自宅→県道松山川内線→庁舎…９．３㎞

また、前所属において、平成２０年２月の転居に伴い２０年３月から同

様に国道１１号を通る経路（距離１１．２㎞）で届け出て認定を受け、月額

８，１００円の通勤手当を受給していたが、これについても当部で確認す

るよう、人事課から７月２１日に指示があったので、２２日に「自宅→県

道松山川内線→県庁」の経路を実測したところ９．７㎞であった。

以上のことから、当部の既認定経路については、本人が実際に通勤

する「届出経路」とし、今回確認した最短経路を「認定経路」とし、

前所属で受給した２０年３月分に係る減少差額と併せて、４１，６００円を戻

入処理した。

６ 物品納入のため取引業者に保有させていた預け金（３，２７０，７７５円）

については、平成２１年９月２８日付けで取引業者から返納申出書の提出

があり、３分割して平成２１年１２月１８日までに全て返納された。

７ 平成１９年度に納入のあった物品（１３４，６８５円分）については、取引

業者の書類と比較したところ、２０年度予算で支出していた上、会計書

類に記載した物品と異なる物品を納入させていた。

今後はこのようなことがないよう適正な経理処理をしていきたい。

８ ７１０，１１０円分の切手は帳簿を作成して、適正管理し使用した。

（措置の内容）

滞納となったものについては、愛媛県徴収確保対策本部において滞納

整理方針及び数値目標を策定して計画的な滞納整理に努めるとともに、

滞納整理強化月間の設定、夜間・休日の電話催告、臨戸納税指導、差押

の早期着手と換価処分の促進、局独自文書催告などを実施し、滞納整理

に努力した結果、平成２１年度に繰り越した未収入金５１７，７６５，６０３円が平

成２２年３月３１日現在で３４８，０６５，５２６円に減少した。

平成２１年度現年課税分については、自動車税納期内納付キャンペーン

（啓発活動、コンビニ収納の実施等）や、口座振替の推進、広報等によ

る啓発などにより納期内自主納税の促進に努めた結果、出納閉鎖時の未

収金は１７８，３７２，３５７円となり、前年度に比べて３０，３４７，３９２円減少した。

今後も、納税秩序を確立し、税収の確保を図るため、県税の納期限内

の収入確保とともに滞納繰越分の整理に努めたい。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

南 予 地 方 局

総 務 企 画 部 平成２１年８月７日、
平成２１年８月１０日

（監査の結果）

県税について、納期限内の収入確保に努めるとともに、収入未済額

の縮減に、より一層努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２０年度 ２０８，７１９，７４９ ３０９，０４５，８５４ ５１７，７６５，６０３

１９年度 ２１２，２１０，０５４ ２４８，４９１，４７３ ４６０，７０１，５２７

差引増減 △３，４９０，３０５ ６０，５５４，３８１ ５７，０６４，０７６

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

南 予 地 方 局

健 康 福 祉 環 境 部 平成２１年８月７日、
平成２１年８月１０日

（監査の結果）

１ 生活保護費戻入金について、納期限内の収入確保に努めるとともに、

収入未済額の縮減に、より一層努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２０年度 ３，７６７，４１１ ３，０７０，９２２ ６，８３８，３３３

１９年度 ２，９６４，６７２ ２１５，０００ ３，１７９，６７２

差引増減 ８０２，７３９ ２，８５５，９２２ ３，６５８，６６１

（地域福祉課）

２ 母子寡婦福祉資金特別会計における母子寡婦福祉資金貸付金償還金

について、納期限内の収入確保に努めるとともに、収入未済額の縮

減に、より一層努められたい。

（母子福祉資金貸付金償還金）

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２０年度 ２，１８７，７７４ ３，６７１，８２０ ５，８５９，５９４

１９年度 １，８２２，０８８ ３，２０６，５８８ ５，０２８，６７６

差引増減 ３６５，６８６ ４６５，２３２ ８３０，９１８

（寡婦福祉資金貸付金償還金）

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２０年度 ４９，３８２ １，６００，４４６ １，６４９，８２８

１９年度 ０ １，６００，４４６ １，６００，４４６

差引増減 ４９，３８２ ０ ４９，３８２

（地域福祉課）

３ 生活保護費戻入金について、納期限内の収入確保に努めるとともに、

収入未済額の縮減に、より一層努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２０年度 ５９１，０８２ ２４７，０００ ８３８，０８２
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１９年度 ２７２，０００ ５５，０００ ３２７，０００

差引増減 ３１９，０８２ １９２，０００ ５１１，０８２

（八幡浜支局福祉室）

（措置の内容）

１ 平成２０年度末において収入未済額が６，８３８，３３３円あり、納入指導を

行った結果、２２年３月末までに４名から、２５２，０００円納入され、収入

未済額は、６，５８６，３３３円となった。

未納者は７名であり、うち、５名は保護を廃止、残り２名は保護中

である。保護を廃止している５名のうち３名は、行方不明であること

から随時、出身地町役場への住所地調査や近隣聞き込みにより所在把

握に努めたい。（行方不明３名の収入未済額６，２７２，７１６円）廃止して

いる残り２名及び保護中の２名については、継続して返還指導してま

いりたい。

２ 母子寡婦福祉資金特別会計における母子寡婦福祉資金貸付金償還金

については、資金の貸付申請時に借主（連帯借主）に対し、制度の十

分な説明と適正な償還計画の指導を行うとともに、貸付決定時に連帯

保証人に対しても、制度の説明と償還指導の依頼通知を行うほか、償

還開始前には借主に対し、口座振替を勧めるなど期限内納付をするよ

う改めて通知し、期限内の収入確保に努めた。

また、償還が滞った場合には、借主（連帯借主）に対し督促状の送

付、電話や訪問による督促を行うとともに、連帯保証人に対しては、

当面の措置として、借主に対する返済の働きかけをさせるとともに、

可能な範囲での支援を要請し、滞納額の縮減に努めた。

その結果、前年度からの滞納繰越額７，５０９，４２２円は、平成２２年３月

３１日現在で１，２０８，３４５円の償還、償還率１６．１％（対前年４．４ポイント減）

となり、滞納者４５名中１２名が償還済みとなったほか、１９名からは一部

納入を得ることができた。

しかしながら、借主の不安定な雇用状況等により、生活に困窮した

者、多重債務となった者など償還困難者が多く、平成２１年度出納閉鎖

時の償還未済額は９，００２，７６３円（現年度分２，７０１，６８６円、滞納繰越分

６，３０１，０７７円）となっている。

この貸付金償還金が、本特別会計における貸付金の財源となること

から、今後とも、借主の生活状況に応じた適切な償還指導により、期

限内の収入確保に努めるとともに、滞納繰越額の縮減に努めたい。

３ 生活保護費戻入金については、前年度からの繰越滞納額８３８，０８２円

に対し、訪問や電話等による督促を行った結果、２２年３月末までに４

名から、２００，０００円納入され、収入未済額は６３８，０８２円となった。

未納者は４名となったが、１名は保護を廃止し、３名は保護中であ

る。

引き続き、未納者に対し粘り強く適切な返還指導を行い、期限内の

収入確保に努めるとともに滞納繰越額の縮減に努めてまいりたい。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

南 予 地 方 局

建 設 部 平成２１年８月１０日

（監査の結果）

住宅貸付料について、納期限内の収入確保に努めるとともに、収入

未済額の縮減に、より一層努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２０年度 １，２５４，１００ １，２１１，９００ ２，４６６，０００

１９年度 １，０２１，４００ １，０５５，０００ ２，０７６，４００

差引増減 ２３２，７００ １５６，９００ ３８９，６００

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

南 予 地 方 局

大 洲 土 木 事 務 所 平成２１年８月７日

（監査の結果）

１ 住宅貸付料について、納期限内の収入確保に努めるとともに、収入

未済額の縮減に引き続き努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２０年度 ０ ５５８，２００ ５５８，２００

１９年度 ４７１，８００ １６２，４００ ６３４，２００

差引増減 △ ４７１，８００ ３９５，８００ △ ７６，０００

２ 違約金（工事請負契約に伴うもの。）について、適切な債権管理が

望まれる。

調定年度 債務者 収入未済額（円） 備考

２０年度 １者 ４６，７２５

３ 契約解除に伴う前払金余剰額に対する利息（工事請負契約に伴うも

の。）について、適切な債権管理が望まれる。

調定年度 債務者 収入未済額（円） 備考

２０年度 １者 ７，３７７

（措置の内容）

１ 県営住宅貸付料の滞納者については、日頃から督促状の送付、電話、

個別訪問等により、収入確保に努めているところであるが今後一層の

期限内納入を指導していきたい。

滞納者は１名で既に法的措置により退去している。

なお、平成２０年１０月から県営住宅を退去したものに係る滞納家賃に

ついては、民間会社へ収納事務を委託している。

２ 現在、一般債権として請求中である。平成２２年６月２４日に開かれた

第６回債権者集会における説明では、配当は見込めないとのことであっ

た。

３ 破産宣告申立て手続きが開始され次第、一般債権として請求手続き

をとることとしている。

担当弁護士に対し、手続きの時期を確認したが、まだ準備ができて

おらず手続き開始は未定である。

平成２２年５月１８日に債権者に催告書を送付したが、支払われていな

い。

（措置の内容）

県営住宅貸付料については、平成２０度末時点で２，４６６，０００円（２７名）

の収入未済額があった。滞納者及び保証人に対し、督促状の送付、呼出

し、訪問等を行い収納指導に努めた結果、１，０６３，０００円（２３名）の納入

があったが、２１年度新たに８６６，８００円（２１名）が未収となったことから、

平成２１年度末現在の収入未済額は２，２６９，８００円（２５名）となった。

このうち、９９９，６００円を滞納している１名については、平成１９年３月

３１日に入居許可を取り消した上、明渡し及び損害賠償の請求訴訟を行い、

平成１９年７月２４日に勝訴し、その後、強制執行予定前の、平成１９年１１月

３０日に、自ら退去した。

また、３４８，０００円を滞納している１名についても、平成２１年３月３１日

をもって入居許可を取り消した上、明渡し及び損害賠償の請求訴訟を行

い、平成２１年９月２日に勝訴し、その後、強制執行予定前の、平成２２年

３月１７日に、自ら退去した。

今後とも住宅貸付料の納期限内の収入確保に努めるとともに、滞納繰

越額の回収に努めたい。
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監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

南 予 地 方 局

八 幡 浜 土 木 事 務 所 平成２１年８月７日

（監査の結果）

１ 住宅貸付料について、納期限内の収入確保に努めるとともに、収入

未済額の縮減に、引き続き努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２０年度 ２０７，２００ １，１４４，３００ １，３５１，５００

１９年度 ４８４，３００ １，１４４，３００ １，６２８，６００

差引増減 △ ２７７，１００ ０ △ ２７７，１００

２ 物品納入のため取引業者に保有させていた預け金（８３４，０２６円）が

認められた。

（措置の内容）

１ 平成２０年度末時点における県営住宅貸付料滞納分（９名 １，３５１，５００

円）については、滞納者及び保証人に対し、督促状の送付、呼出し及

び訪問指導等を行い未収金の徴収に努めた結果、平成２１年度において

１名１６，９００円の納入があった。

平成２１年度については、４月末時点で１８３，０００円（５名）の未収金

が発生していたが、督促に努めた結果、出納閉鎖の５月末までに１１２，２００

円の納入があり、収入未済額は７０，８００円（２名）となった。

このうち１名は、平成２２年度分の家賃は納入されているため、今後

の状況を注視しながら納入を促すこととし、もう１名については、平

成２２年度の家賃も含め４ヶ月の滞納となっているため、強力に納入を

指導していきたい。

なお、平成１７年度以前の滞納者３名（１，１４４，３００円）分については、

本庁において平成２０年１０月２１日から滞納家賃回収業務を委託している。

２ 取引業者から返納申出書が提出され、平成２１年１０月５日に８３４，０２６

円全額が返納された。

また、会計事務の執行については会計管理者通知に基づき、

・ 職場研修実施等による職員の意識改革と資質の向上

・ 履行終了通知（納品書）の義務付けや所属長による検査実施者の

指名等による物品調達、検査体制の強化等

改善及び再発防止を徹底しており、今後は、二度とこのようなことが

起こらないよう、なお一層適正な経理事務の執行に努めてまいりたい。

平成２２年８月１７日 発行
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